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新製品・新技術開発支援事業補助金の申請に必要な書類 

必要書類 部数 チェック欄 

令和８年度 港区新製品・新技術開発支援事業補助金交付申請書（指定様式）

及び別紙 

正１部 

副６部 
☐ 

そ 
 

の 
 

他 

新製品・新技術開発支援補助事業交付申請前確認リスト（指定様式） １部 ☐ 

説明資料 ※補足説明が必要な場合のみ提出 

(1) 申請区分が「製品・技術開発」の場合  

・仕様書及び図面（設計図、原理機構図、回路図、着色図等） 

・目的、研究手法、予想される効果などを記載した書面 

(2) 申請区分が「ソフトウェア情報関連技術開発」の場合 

・企画書（独創性、原理、インターフェイス、フロー図などが確認 

できるもの） 

・計画、品質管理書（工程計画、各レビューの責任者、レビューに 

基づくバグ管理手法、テスト方法の確認ができるもの） 

 

参考資料 特許・実用新案等がある場合にはその写し 

     競合製品がある場合にはそのカタログ等 

 

７部 ☐ 

税務署へ提出した直近２ヶ年分の確定申告書の写し（創業２年未満の

企業は直近１年分） 

  法 人：①確定申告書別表１〜16 ②決算報告書 

  個人事業者：全ての事業の収支内訳書または青色申告決算書（貸借

対照表を含む） 

各期１部

正１部 

副２部 

☐ 

その他、区長が必要と認める書類  ☐ 

 

■一次審査に通過した方は、二次審査資料として次の書類が必要になります。  

必要書類 部数 チェック欄 

発行後３ヶ月以内の登記簿謄本（履歴事項全部証明書） 

※ 個人事業者の場合は、開業届の写し 

※ 団体・グループの場合は、定款・規約またはこれに類するもの、各企業の

登記簿謄本、構成員名簿、総会の議事録（補助事業申請の議決が確認でき

るもの） 各１部 

☐ 

社歴（経歴）書[会社概要でも可] ☐ 

直近の法人事業税と法人都民税の納税証明書（都税事務所発行） 

※ 事業税が非課税の個人事業者：所得税または住民税の納税証明書 
☐ 

その他区長が必要と認める書類 ☐ 

 

申 請 書 作 成 の ポ イ ン ト と 記 入 例 
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新製品・新技術開発支援補助事業申請前確認リスト 

（提出前に以下の基本的要件等を確認してください） 

 

確 認 事 項 回答 
 

１次 ２次 

「中小企業基本法」に準拠した以下の中小企業に該当する 

 （☐）製造業：資本金３億円以下または従業員 300 人以下 

 （☐）卸売業：資本金１億円以下または従業員 100 人以下 

 （☐）サービス業：資本金５千万円以下または従業員 100 人以下 

 （☐）小売業：資本金５千万円以下または従業員 50 人以下 

はい いいえ 

  

都税事務所発行の事業税の納税証明書が入手できる(事業税が非課税の

個人事業者は、所得税[税務署発行]または住民税[区市町村発行]納税証

明書) 

はい いいえ 

  

港区に対する賃料・使用料等の債務の支払いが滞っていない はい いいえ   

同一テーマ・内容で国・都道府県・区市町村・公社等から補助を受けて

いない 
はい いいえ 

  

港区内に主たる事業所及び原則として研究開発場所を持ち事業を営んで

いる 
はい いいえ 

  

港区内に登記していて、バーチャルオフィスを所在地としていない はい いいえ   

港区内で継続して１年以上事業を実施している はい いいえ   

共同開発の場合、参加企業、大学又は試験研究機関等から開発の提携の

内諾を得ている 
はい いいえ 

  

大企業（中小企業者以外の者）が単独で発行株式総数または出資総額の

２分の１以上を所有または出資していない 
はい いいえ 

  

大企業（中小企業者以外の者）が複数で発行株式総数または出資総額の

３分の２以上を所有または出資していない 
はい いいえ 

  

役員総数の２分の１以上を大企業の役員または職員が兼務していない はい いいえ   

その他大企業が実質的な経営に参画していない はい いいえ   

補助金交付申請額は 500 万円以内となっている はい いいえ   

申請年度内に事業完了が可能である はい いいえ   

申請書「申請者の概要」は登記簿謄本の内容と同一である（法人のみ） はい いいえ   

複数企業による共同研究であり、参加企業全社分の確定申告書直近２期

分の写しが用意できる 
はい いいえ 

  

「令和８年度（2026 年度）新製品・新技術開発支援補助事業のご案内」

に記載の内容を確認した 
はい いいえ 

  

令和  年  月  日 

企業名                 
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印 

令和 ８ 年 ４ 月 ２５ 日 

 

 (あて先)港区長 

 

 

 

 

 

令和７年度 港区新製品・新技術開発支援事業補助金交付申請書 

 

 下記のとおり事業を実施したいので、別紙の書類を添えて、港区新製品・新技術開発支援

事業補助金の交付を申請します。 

 

記 

１ 新製品・新技術開発テーマ（おおむね２０字以内で記入） 

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○開発 

 

２ 補助対象事業に要する経費 16,153,810 円 

 

３ 補助対象経費 14,297,792 円 

 

４ 補助金交付申請額 5,000,000 円 

 

５ 開発区分 〔一般枠〕 製品・技術開発 ☐ソフトウェア情報関連技術開発 

 〔単独枠〕 ☐資源・環境・エネルギー関連新製品・新技術の研究開発 

           

６ 事業終了予定日 令和 ９ 年 ３ 月 １ 日 

 

７ 申請状況 

現在この補助金以外で申請している助成事業 

申請先 助成事業名 テーマ 助成金申請額 本申請との関係 

    同一 ・ 否 

 

 国・都・公社等から助成金の交付を受けた実績（過去５年間について直近のものから順に記入） 

年 度 申請先 助成事業名 テーマ 助成金額 

     

     

 

住  所 港区○○○ ○丁目○番○号 

名  称 株式会社○○○○○○ 

代表者名 代表取締役 ○○○○ 
代 表

者 印 

印 

※詳細は、事業の案内を参照くだ

さい。 
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新製品・新技術開発支援事業実施計画 

 

１ 申請者の概要 

企業名

フリガナ

 株式会社○○○○○○

○ ○ ○ ○ ○ ○

 

代表者名 

代表取締役 ○○○○     （xx 歳） 

登記上 

所在地 

〒999−9999 

港区○○ ○−○−○ 

TEL 03-XXXX-XXXX 

FAX 03-YYYY-YYYY 

本 社 

所在地 

〒999−9999 

港区○○ ○−○−○ 

TEL 03-XXXX-XXXX 

FAX 03-YYYY-YYYY 

連絡先 

所在地 

〒999−9999 

港区○○ ○−○−○ 

TEL 03-XXXX-XXXX 

FAX 03-YYYY-YYYY 

担当者

フリガナ

 
○○ ○○ 

部署 

(役

職) 

○○部○○課 ○○長 

URL http:// ○○○○○○○○○○ 
ﾒｰﾙ 

ｱﾄﾞﾚｽ 
○○○○＠○○○○○○ 

メールによる区の施策 

情 報 等 の 配 信 希 望     

□ 配信希望(無料) 

□ 配信不要 

事 業 

開 始 

創 業   平成○○年 ○月 ○○日  

法人設立    平成○○年 ○月 ○○日  

資本金 

・出資金 

○○,○○○千円  

（うち大企業からの出資    千円） 

役員数 常 勤  ○人／非常勤 ○人／計 ○○人 

従業員数 正社員 ○○人／パート○○人／計 ○○人 

業 

種 

○○○○○○業 主要製品 
○○○○○○ 

○○○○○○○○ 

企
業
概
要 

 主な事業内容は、工作機械、半導体製造装置等向けの金属部品の精密加工および各種機械装置、ユニッ

トの組み立て。 

 ○○年に新規に装置メンテナンス事業部を立ち上げるとともに、自社製品開発に着手した。 

 

工
場
等 

種   別 所    在    地 備  考 

事 務 所   

工 場   

そ の 他 （ ）   

自社の事務所・工場等を記入 
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２ 共同研究開発構成表  

 

(注１)この構成表は複数企業で共同開発する場合にご記入ください。 

(注 2)本補助対象事業においての外注先と共同開発先の違いは以下のとおりです。 

    外 注 先 ⇒ 提携先への対価支払いを補助対象とする場合 

    共同開発先 ⇒ 複数の中小企業者等がそれぞれの技術等経営資源を提供して行う事業で、そ 

の提携先が負担する材料機械装置、外注費を補助対象とする場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

共

同

開

発

構

成

企

業 

 

 

 

 

 

申
請
企
業 

企業名 株式会社○○○○○○ 担 当 者 名 ○○ ○○ 

開発上の 

役  割 

○○○○○○○○ 

○○○○○○○○ 

補助事業に係る従事者数 ○人 

補助事業に要する経費負担 

自己資金 6,653 千

円 

借入金  5,500 千

円 

 

参
加
企
業 

企業名 △△△△株式会社 担 当 者 名 △△ △△ 

住 所 港区△△町△−△−△△ 業  種 △△△△ 

役  割 

 補助事業に係る従事者数 △人 

補助事業に要する経費負担 
自己資金 2,000 千円 

借入金   0 千円 

国・都・区・

公社から助

成金を受け

た実績 

年 度    

助成事業名    

助成金額 千円 千円 千円 
 

参
加
企
業 

企業名 △△△△株式会社 担 当 者 名 △△ △△ 

住 所 ○区△△町△−△−△△ 業  種 △△△△ 

役  割 

 補助事業に係る従事者数 △人 

補助事業に要する経費負担 
自己資金 2,000 千円 

借入金   0 千円 

国・都・区・

公社から助

成金を受け

た実績 

年 度    

助成事業名    

助成金額 千円 千円 千円 
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３ 研究開発の実施場所  

（注１）研究開発場所も原則区内となりますが、自社工場が区外にあり当該地で研究開発を行うべき

事情がある場合等もご記入ください。 

（注２）実施場所が２ヶ所以上ある場合は、すべて記入し、主たる実施場所を明確にしてください。 

（注３）実施場所が自社以外の場合は、企業名等を記入し、自社との関係を明らかにしてください。  

 

【主たる実施場所】 

名  称 株式会社○○○○ ○○工場 所 在 地 港区○○ ○−○−○○ 

電  話 03-○○○○-○○○○ 連絡担当者 ○○ ○○ 

自社との

関  係 

自社工場 

最 寄 の 

交通機関 

線       駅       口    下車  徒歩    分 

バス      行き      停留所  下車  徒歩    分 

 

【その他実施場所】 

名  称 △△△△株式会社 △△工場 所 在 地 △△区△△町△−△−△△ 

電  話 03-△△△△-△△△△ 連絡担当者 △△ △△ 

自社との

関  係 

△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△ 

△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△ 

△△△△△△△△△△△△△△△△ 

最 寄 の 

交通機関 

△△△△線   △△△△駅    △△口    下車  徒歩  △△分 

バス      行き      停留所  下車  徒歩    分 

 

【その他実施場所】 

名  称  所 在 地  

電  話  連絡担当者  

自社との

関  係 

 

最 寄 の 

交通機関 

線       駅       口    下車  徒歩    分 

バス      行き      停留所  下車  徒歩    分 
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４ 研究開発の技術的説明 

  書類審査に必要なので、開発期間全体について、専門的・技術的にわかりやすく、かつ資料を用

いるなどして具体的に説明してください。 

  ※書ききれない場合は「別紙１参照」（様式は自由）などとし、説明してください。 

新製品・新技

術開発テーマ 

 

(1) 事業の要約（本事業の全体像、事業の最終目標、また、目標に到達するために行う事業について簡潔に

まとめて記入） 

 

(2) 実施期間  

           令和６年４月１日 〜  令和７年３月 １日 

(3) 専門用語の解説（解説が必要と思われる用語があれば簡潔に記入） 

 

 

 

 

 

(4) 研究開発の目的・背景・動機 

 

 

 

 

 

(5) 研究開発の内容及び規模 

① 研究開発の内容、規模及び方法 

 

 

 

 

 

 

・事業の全体像について箇条書きで簡潔に記入してください。 

・最終的な目標（成果物）を箇条書きで簡潔に記入してください。 

・最終目標に到達するために行う事業を箇条書きで簡潔に記入してください。 

・従来の製品や工程を説明し、それはどのような機能、性能、品質、技術等を有し、どのよう

に使用または製造されているか記入してください。 

・従来の製品や工程の技術的及び経済的課題について具体的事例や数値を用いて説明してくだ

さい。 

・最終目標に到達するために行なう事業を箇条書きで簡潔に記入してください 

・研究項目  例 １.〜の反応条件（温度、圧力） ２.〜の混合条件（比率、温度）  

         ３.〜の添加条件（投入時間） 

・研究内容及び方法（研究項目毎にどのような内容をどのような方法で研究するかを記入して 

          ください。） 

・研究規模 （試作数量等、反応容量等のほか、研究計画上の大きさ、例えば反応の回数など 

      についても記入してください。） 
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② 開発上の問題点と解決方法 

 

(6) 開発にあたる組織体制（開発責任者、従事者等） 

※ 他の企業と連携して取り組む場合は「２ 共同開発研究委託構成表」にも記入 

※ 大学等と連携して取り組む場合は「5-2 研究開発委託計画書」にも記入 

 

 

(7) 新規性・優位性 

① 従来品との比較、従来にない新しい開発要素、優位性、独自性、利便性等 

 

② 本研究開発に係る産業財産（工業所有）権について該当するものを○で囲んでください。 

産業財産権を保有している場合の種類及び番号（                     ）  

  Ⅰ 本研究開発に係る技術について先行技術文献調査をして[ いる・いない ] 

  Ⅱ 申請補助事業に必要な基本的な関連産業財産権[ 特許権・実用新案権・意匠権・商標権 ]を出願または保有して 

[ いる・いない ] 

  Ⅲ 申請補助事業に必要な基本的な産業財産権[ 特許権・実用新案権・意匠権・商標権 ]の実施許諾を受ける予定が 

    [ ある・ない ] 

 Ⅳ 申請補助事業で開発するものを産業財産権[ 特許権・実用新案権・意匠権・商標権 ]として出願[ する・しない ] 

 

・克服すべき課題とその問題を解決する手段を具体的に記入してください。 

以下を資料、具体的数値を用いるなどして説明してください。 

・従来製品と比較し、どのような点で新規性があるか 

・競合・類似する技術（製品）との差別化される点、優位性はどこか 

・創造性、利便性、安全性、収益性等について 
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(8)市場性（対象とする市場・顧客・市場動向・規模、製品化の時期、売上規模見込、販売戦略、製品化後のビジネスモデル等） 

 

(9) 実現性（開発に必要な自社の技術力、社内体制、主任研究者の氏名・経歴等） 

 

 

 

(10) 補助事業終了時の達成目標（具体的な到達目標を名称(成果物)、数値などで示すこと）  

 

 

(11) 資源・環境・エネルギー関連製品・技術としての具体的内容(同区分であることがわかる具体的な内容) 

※一般枠での申請の場合は記入不要 

  

以下を資料、参考文献、具体的数値、図などを用いて箇条書きでわかりやすく説明してくださ

い。 

・対象とする市場・顧客 

・市場規模および動向 

・製品化の時期 

・価格設定（予定価格）、売上規模見込（積算根拠、理由）等 

・研究開発の成果である製品、サービス等のビジネスモデル（普及させるための仕組み等） 

以下を資料、具体的数値、図などを用いて箇条書きでわかりやすく説明してください。 

 ・本研究開発を遂行するにあたっての 

   自社の技術的裏付け 

   社内体制（組織・機構・人員配置等） 

   主任研究者の専門分野、研究歴（これまでに携わってきたプロジェクト等）、受賞経歴、 

   主な発表論文等） 

 ・提携先との連携内容 

 ・開発終了時期等 

開発可能な成果を箇条書きでわかりやすく説明してください。 

 ・成果としての到達目標（機能、技術水準等） 

 ・提出する成果物 

    例 ア 試作品・開発品の写真・図面 

      イ 〜の設計での報告書、図面、CAD データの CD 

      ウ 解析、試験、分析のデータ評価、報告書 
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５−１ 外注計画書 

外注先 
企業名（氏名） ○○○○○○○○ 

住所 ○○区○○ ○−○−○○ 電話 03-9999-9999 

外注先の主たる事業内容  例：制御盤の設計製作 

契約実施期間 令和 8 年○月○日〜令和 9 年○月○日 

契約金額及び支払方法 2,100,000 円 （２回分割 9 月 25 日、11 月 25 日） 

外注の内容 

（選定理由も含む） 

 

 

 

外注先 
企業名（氏名） 

住所 電話 

外注先の主たる事業内容  

契約実施期間       年  月  日 〜      年  月  日 

契約金額及び支払方法  

外注の内容 

（選定理由も含む） 

 

 

※この計画書は、７−（３）の外注費を計上した場合に全ての外注先を記入してください。 

 

自社で実施する内容と外注先に委託する内容と明確に区別し、外注先に委

託する理由・内容を外注先の選定理由も含めて具体的に記入してください。 
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５−２ 研究開発委託計画書 

委託先 

大学・研究機関等名称 ○○○○○○○○大学 

担当部署  ○○○○  担当者名  ○○○○ 

住所 ○○区○○ ○−○−○

○ 
電話 03-9999-9999 

委託先の主たる事業内容 電子システムの委託開発 

契約実施期間 令和 8 年○月○日〜令和 9 年○月○日 

契約金額及び支払方法 3,150,000 円 （２回分割 9 月 25 日、11 月 25 日） 

委託の内容 

（選定理由も含む） 

 

 

 

委託先 

大学・研究機関等名称 

担当部署           担当者名 

住所 電話 

委託先の主たる事業内容  

契約実施期間  

契約金額及び支払方法  

委託の内容 

（選定理由も含む） 
 

 

※ この計画書は、７−（４）の研究開発委託費を計上した場合に添付してください。 

自社で実施する内容と外部に委託する内容と明確に区別し、研究開発を委

託する理由・内容を委託先の選定理由も含めて具体的に記入してください。 
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５−３ 技術指導受入計画書 

 

技術の指導者 
氏名○○○○ 

住所 ○○区○○ ○−○−○○ 電話 03-9999-9999 

技術の指導者の主な実績 
○○大学○○学部○○研究室において○○○○に係る研究を行ってき

た。 

契約実施期間 令和 8 年○月○日〜令和 9 年○月○日 

契約金額及び支払方法 210,000 円 （２回分割 9 月 25 日、11 月 25 日） 

技術指導の内容 

（選定理由も含む） 

 

 

 

技術の指導者 
氏名 

住所 電話 

技術の指導者の主な実績  

契約実施期間  

契約金額及び支払方法  

技術指導の内容 

（選定理由も含む） 
 

 

※この計画書は、７−（６）の技術指導受入費を計上した場合に添付してください。 

自社で独自に実施する内容と技術指導を受けて実施する内容と明確に区別

し、技術指導を受ける理由・内容を指導先（者）の選定理由も含めて具体

的に記入してください。 
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６ 研究開発の資金計画 

  補助対象年度の全体経費を記入してください。 

（１） 補助金交付申請額及び経費区分別内訳  

                                   （単位：円） 

経 費 区 分 
事業に要する経費 

注１ 

補助対象経費  

注２ 
交付申請額   備 考 

内 
 

 

訳 

①原材料・副資材費 1,118,250 1,118,250 

補助率 2/3 

 

 

②機械装置・工具器具費 3,850,560 1,994,542  

③外注費 5,250,000 5,250,000  

④研究開発委託費 3,150,000 3,150,000  

⑤産業財産権出願・導入費 315,000 315,000  

⑥技術指導受入費 210,000 210,000  

小   計 
 

13,893,810 

A（①～⑥の

計）  

12,037,792 

D （A×2/3） 

8,025,000 千 円 未 満

切捨て 

  ⑦直接人件費   注３ 
 

2,260,000 

B （７(7)の

額）2,260,000 

E （B×2/3） 

1,500,000 

E 欄の計算方法 

技術開発の区分で申請した場合は上限 150 万円、ソフトウェア情報関連技術の区分で申請し

た場合は上限 250 万円とする。（直接人件費のみを申請する場合は、ソフトウェア情報関連

技術の区分のみが対象となります。） 

合   計 
 

16,153,810 

C （A+B） 

14,297,792 

F (D+E＜＝500 万） 

5,000,000 

500 万円を

上 限 と す

る 

                 ↑↑↑※交付申請書に記載する金額↑↑↑ 

（２）資金調達内訳                            （単位：円） 

区 分 資金調達金額 調達先（金融機関等） 備 考 

内 
 

 

訳 

自己資金 10,653,810   

銀行借入金 3,000,000 ○○銀行から借り入れ  

役員借入金 2,500,000 △△から借り入れ  

その他 
    

    

合   計 注 4     16,153,810   

（注１）「事業に要する総経費」は当該研究を遂行するために必要な経費を記入してください。 

（注２）「補助対象経費」は、別表の補助対象経費欄を参照し記入してください。なお、金融機関等への振込手

数料及び消費税、運送料、交通費、通信費、収入印紙代等の間接経費は対象経費に含めません。 

（注 3）直接人件費については、別表に書かれている条件に基づき記入してください。 

（注 4）「事業に要する経費の合計」と「資金調達金額の合計」とが一致するように記入してください。 

※ 補助金は原則、事業完了後に交付されます。（ただし補助金交付決定額の１／２を概算払することがで

きます。） 

※ 「資金調達内訳」には補助金が交付されるまでの間の資金調達方法について記入してください。 
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７ 資金支出明細 

 【注意事項】 

① 研究開発に直接必要な経費が対象です。量産経費や金融機関等への振込手数料及び消費税。運送料、交通費、

通信費、収入印紙代、管理費等の間接経費は補助対象外になります。 

② 工具器具等を借用契約等で使用する場合は、補助対象期間のみを按分し、算出してください。 

③ 複数企業による共同開発の場合、各経費区分の品名欄に「負担する企業名」を品名と併せて記載してくださ

い。   

 

（１）原材料・副資材費                              （単位：円） 

品 名 仕 様 数量 単 価 
事業に要 

する経費 

補助対象 

経費 
使用目的 購入先 

鋼材 JIS.G.3055SS 10 75,000 787,500 787,500 
・・のた

め 
○○商店 

ソレノイド SL-○○○ 15 3,000 47,250 47,250 
・・のた

め 
△△商店 

ラミネート

材 
○○材 3×20 3 90,000 283,500 283,500 

・・のた

め 
○○商店 

        

        

        

計 1,118,250 1,118,250   

 

（２）機械装置・工具器具費 

  ※リース契約を締結した場合 ※リース料率×助成事業実施月数 

補助対象経費＝数量×助成事業実施月数×リース料率 

            1 （数量）× 10,500 円（単価） × 12 月  

（単位：円） 

品 名 仕 様 数量 
単 価 

（税込） 

事業に要 

する経費 

補助対象 

経費 
使用目的 購入先 

サーバー機器 

○○社製 

（ＭL110Ｇ

6） 

１ 157,500 157,500 157,500 ・・のため 

12 ヶ月(R7.4.

～R8.3） 

××㈱ 

制御装置（ロ

ール加工機

用） 

○○社製 

（RM－135） 
１ 10,500 126,000 126,000 ・・のため 

リース 12 ヶ

月  

㈱△△ 

パソコン（装

置組込用） 

○○社製 

（PD9800） 
１ 5,880 70,560 70,560 ・・のため 

同上 

△△商会 

分析装置 ××社製 １ 52,500 630,000 630,000 ・・のため 
同上 

○○商会 

        

購入 

リース 

リース 

リース 

欄外に

記載し

て下さ

い 

欄外に

リース

利率を

記載し

て下さ

い 
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計 984,060 984,060   

 

 

（３）外注費 

    ※自社内で不可能な当該研究開発の一部について、外部の事業者等に外注する場合に要する経費を記 

     入してください。（５−１ 外注計画書に記載した外注先について記入してください） 

                                        （単位：円） 

委託内容 仕 様 数量 単 価 
事業に要 

する経費 

補助対象 

経費 
使用目的 外注先 

自動制御用マイ

クロチップの設

計・組立外注 

動作圧力

4.5V 
１ 2,000,000 2,100,000 2,100,000 ・・のため ○○設計 

制御盤製造 
ロール加工機

用プレス機用 
２ 1,200,000 2,520,000 2,520,000 ・・のため 

○○製作

所 

評価試験 
JIS－1234 

対応 
１ 600,000 630,000 630,000 ・・のため ㈶試験所 

        

計 5,250,000 5,250,000   

 

（４）研究開発委託費 

    ※自社内で実施不可能な当該研究開発の一部について、大学、試験研究機関等（事業恊同組合の場合 

     は構成員である中小企業）に委託する場合に要する経費を記入してください。（５−２ 研究開発委 

     託計画書に記載した委託先について記入してください） 

                                        （単位：円） 

件 名 
内 容 

（具体的に） 
数量 単 価 

事業に要 

する経費 

補助対象 

経費 
委託先 

□□について ○○について １ 3,000,000 3150,000 3,150,000 △△大学○○学部 

       

       

計 3,150,000 3,150,000  

 

（５）産業財産権出願・導入費 

   ※調査費、審査請求に要する経費は除いてください。 

                                        （単位：円） 

件 名 
内 容 

（具体的に） 
数量 単 価 

事業に要 

する経費 

補助対象 

経費 

弁理士事務所 

または導入先企業名 

◇◇の製造方

法 
○○○○ １ 300,000 315,000 315,000 ○○事務所 
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計 315,000 315,000  

 

 

（６）技術指導受入費 

   ※５−３ 技術指導受入計画書に記載した技術指導受入先について記入してください。 

                                        （単位：円） 

指導者名 専門分野 指導内容 日・回数 単 価 
事業に要 

する経費 

補助対象 

経費 

備 考 

（指導者の資格

等） 

○○○○ 加工技術 プレス加工 10 日 20,000 210,000 210,000 技術士（△△部門） 

        

        

計 210,000 210,000  

 

（７）直接人件費 

No. 
氏  名 

注１ 

役職／所属部署 

従事内容 

時間単価 

注２（円） 

作業時間 

注３（h） 

直接人件費 

注４（円） 
添付資料 

１ 山田 太郎 
○○研究部長 

プログラミング 
1,800 500 900,000 源泉徴収書 

２ 鈴木 花子 

○○研究部システ

ム係長 

プログラミング及び

システムテスト 

1,700 800 1,360,000 源泉徴収書 

３       

４       

５       

   
合 計 1,300 2,260,000  

※ 別表１（７）直接人件費の欄を参照 

（注１）直接人件費の対象者は、申請企業の役員および正社員（雇用保険加入者）、並びに個人事業者（国民 

    健康保険加入者）であって、研究開発に直接従事する者（研究補助者およびパート、アルバイトは補 

    助対象外）となります。 

（注２）時間単価は、一人につき上限 1,800 円です。 

    ※時間単価の算定方法：上表添付書類の年間支払額÷1800 時間 

（注３）作業時間の限度は、１日につき８時間以内です。 

（注４）直接人件費の算定方法：時間単価×作業時間  
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８ 研究開発の日程表 

                         

企業名： 

 

作業項目 
初 年 度 次 年 度 

開発内容 4〜6

月 

7〜9

月 

10〜

12 月 

1〜3

月 

4〜6

月 

7〜9

月 

10〜

12 月 

1〜3

月 

試作機詳細仕様 
 

        

制御用マイクロチ

ップ製作 
 

 

      
ロール加工機・プレス機用の

チップ設計・組立 

試作 1 号機製作         試作 1 号機の組み上げ・製作 

試作 1 号機テスト   
 

     

試作 1 号機の性能・機能の評

価、試作機により製造した製

品の評価 

最終試作機製作         
1号機のテスト結果に基づき

最終試作機を組み上げ・製作 

最終試作機テスト    
 

    

最終試作機の性能・機能の評

価、試作機による開発製品の

製造及び公的研究機関での

製品評価 

          

          

          

※作業項目の欄に計画の実施項目を記入（例：設計、試験等）し、その実施期間を横の棒線で示してください。

（期間の開始と終了は○印で示してください。例：○—○） 

 開発内容欄には作業項目について具体的に説明してください。 
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９ 研究開発における製造工程、開発過程のフロー図と使用する機器 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                研究開発日程表の各項目を記入 

 

（1）原材料・副資材費                        (3)外注費 

 

 

 

 

 

 

(2)機械装置・工具器具費                       (4)研究開発委託費 

 

 

 

 

                                   (5)産業財産権出願・導入費 

 

 

 

 

                                   (6)技術指導受入費 

 

 

  ※補助金で取得する機械・装置は        で示してください。 

 

記入のポイント 

 研究開発の開始から完了までの流れを、８研究開発の日程表を中央に配置し、開発段階の該 

 当部分への関係を示しながら、購入、外注、委託先を関係付けて両側に記載してください。 

 記載にあたっては、７資金支出明細の区分に対応させてください。 

(1) 原材料・副資材費、(2)機械装置・工具器具費、(3)外注費、(4)研究開発委託費、 

(5)産業財産権出願・導入費、(6)技術指導受入費 

１ 試作機詳細仕様 

２ 制御用マイクロチップ製作 

３ 試作 1 号機製作 

４ 試作 1 号機テスト 

５ 最終試作機製作 

６ 最終試作機テスト 

研究開発終了 

銅材       787 千円  

ソレノイド     47 千円  

ラミネート材   283 千円  

サーバー機器 33 千円 

制御装置（ロール加工機用）  

1260 千円  

パソコン（装置組込用）70 千円  

分析装置（性能評価用）630 千円  

自動制御用マイクロチップの設

計。組立      2,100 千円  

制御盤製造（プレス機用、ロール

用各１）     2,520 千円  

開発製品評価試験  630 千円  

受託研究（○○大学○○学部）   

3,150 千円  

特許出願 1 件   

315 千円  

プレス加工法指導（全 10 日）   

210 千円  

 


